6.メタボリックシンドローム予防戦略事業
－モデル事業所における取り組みについて－
所　属：群馬県渋川保健福祉事務所１）、(株)大同特殊鉱渋川工場２）、(株)大同ﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽ３）
発表者：○阿部絹子１）、大林ふみ子２）、小野眞智子３） 
【目的】平成20年度から実施される特定健診・特定保健指導では、メタボリックシンドロームの概念が導入された。群馬県におけるメタボリックシンドローム予備軍及び該当者の割合・推計数は20歳代に比べ30歳代で高くなっている。また、県健康増進計画「元気県ぐんま21」の中間見直しでも「肥満者の割合」や身体活動について、「中年期（40～64歳）」では、軒並み「悪化」しており、「壮年期（20～39歳）」からの働き盛りの男性が、今後の健康づくりのターゲットと考えられる。このようなことから、働き盛りの健康を支援するため、モデル事業所を選定して取り組みを行った。
【方法】勤務者に給食を提供している事業所（特定給食施設）を選定し、平成18年度は給食部門と連携した食環境の整備（ポピュレーションアプローチ）とBMI25以上を対象に肥満改善のための食事指導（食事調査と個別結果説明によるハイリスクアプローチ）を行った。また、給食喫食者にアンケート調査を実施し、評価と課題について検討した。平成19年度は食環境の整備を推進するとともに、平成20年度の特定保健指導の導入を踏まえて、BMI25以上を対象に食生活と運動の個別指導及び集団指導を実施し、肥満改善のための具体的な体験機会（プチ栄養教室・プチ運動教室：昼休み後の勤務時間内に１回30分の各２回コース）を提供した。特定保健指導はリスク数で階層化し、階層に応じた支援を行うが、今回は全ての年代に同一方法（積極的支援レベル）で実施した。
なお、食環境の整備（健康情報の提供）・食事指導には「食事バランスガイド」、運動指導には「エクササイズガイド」の活用を中心とした。　

【結果】特定給食施設の特徴から「食堂」を栄養教育の場として位置づけ、継続的な利用者に対する健康情報の提供（栄養表示・ポスター・卓上メモ・ヘルシーメニュー等）は、アンケート調査結果からある程度の成果を確認することができた。平成18年度の食事指導は対象者153人のうち指導を受けたのは46人（30.1％）であったが、指導後のメタボリックシンドロームへの理解と肥満改善への意欲を示したのが33人（71.7％）で、平成19年度健康診査結果では、27人（57.8％）の減量が見られた。

　平成19年度は、対象者160人のうち、初回説明会が81人（50.6％）であり、教室修了が栄養教室39人（24.4％）、運動教室38人(23.8％)、延べ41人（25.6％）であった。
【考察】特定保健指導の成果の鍵を握るのは個別指導と合わせて行うポピュレーションアプローチの必要性であると言われているが、職域では「給食（食堂）」において大きな波及効果が期待できる。また、特定保健指導は予防的指導であり、指導の前後では成果があったかに思えるが、実際は同じ人を何度も指導することが予測され、指導率を上げることは困難であり、指導対象者を減らすメタボリックシンドローム予防戦略が益々重要である。
そのためには、日常のなかで常に健康を意識した環境づくり、仲間づくりを行っていくか等のポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの効果的な融合が課題である。
